（別紙）
集　会　決　議
　民主主義の常道である選挙による本格的な政権交代のもと発足した鳩山内閣は、社会保障予算、教育予算、地方交付税の増額等、予算配分の大幅見直しを行うなど、政権交代の意義と成果を印象付けたが、在任266日で退陣した。
　政権交代後、初の国政選挙となる第22回参議院議員選挙において、衆参で多数派が異なる「ねじれ国会」が再現し、政治情勢の混迷化は避けられない状況にある。
　一方、市民生活の質を確保し、企業が有効に活動するための基盤でもある公共サービスは、小泉政権以降継続されてきた構造改革路線により、二極化と格差社会の進行による質の劣化そして地域間の公平性の喪失などその基盤が動揺し、極限を超える格差拡大と貧困の増加に対応しきれない極めて深刻な状況がなお継続されている。
　公務労協は、政権交代から１年、連合の対応に引き続き結集するとともに、改めて、自民党を中心とするこれまでの政権との関係とは異なる有意義な労使関係を構築することを前提として、当面する諸課題への対応に全力をあげる。
　具体的には、第一に、公務員制度改革について、遅くとも2011年通常国会における法制度措置を求める。また、連合要求に基づくとともに、ＩＬＯ勧告をみたした労働基本権の確立をはかる。
　第二に、ＯＥＣＤの統計上最低となっている現下の社会的政府支出を踏まえ、公・民・ＮＰＯ等の役割分担等を明確にした公共サービスのあり方を明らかにさせ、国民が享受する公的なサービスの質及び量を拡充する観点での検討を求める。また、総人件費の際限ない削減政策を行わせることなく、人事院勧告制度を無視した一方的給与削減等は、断じて認めない。
　第三に、独立行政法人・政府関係公益法人及び特別会計の改革について、いわゆる天下りや補助金の中抜き等を廃し、政府の責任による当該職員の雇用確保を最低限として、国民生活の安心・安全を脅かす事業の効率化等は断じて来さない見直しを求める。
　第四に、住民に身近な公共サービスを基礎自治体が担い、補完性の原理に基づき、住民参加で必要な公共サービスの決定がなされる仕組みを構築する地域主権改革の実現を求める。また、国の出先機関については、総人件費削減の手段としての改革を排除し、政府の責任に基づく当該職員の雇用と労働条件の確保を前提とさせる。
　公務労協は、公務公共サービスに従事する労働組合としての社会的責任と役割を果たすとともに、公務員そして公共サービスに対する国民の信頼回復をはかることを基本的な立場として、諸課題に係る組織的かつ積極的な活動を展開してきた。
　今後想定される困難な情勢のもとでも、11構成組織、160万組合員の総力を結集し、要求実現に向けて果敢に挑戦していくことを決議する。
２０１０年９月８日
国民の安心と安全を確保するための公共サービスの再構築
と公務員の労働基本権の確立を求める中央集会
